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内閣府
知的財産戦略推進事務局取組状況の全体概要について

取
組
状
況

① 小中学校における体系化完了、高校WGにおける高等学校の体系化の作業終了
② １３５の教材、１７２の施設等の見学、８２の出前授業を収集
③ 昨年度の４地域（北海道、中部、近畿、九州）の立ち上げに加え、
今年度、４地域（東北、関東、中国、中国、四国）を立ち上げ、全国をカバー

2017/04 2018/04 2019/04 2020/04 2021/04 2022/04

2019年1月

②教育プログラム（題材）
の収集・作成

③地域コンソーシアムの支援

①「知財創造教育」の体系化コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
会
合
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内閣府
知的財産戦略推進事務局

①高等学校における「知財創造教育」の

体系化に関する取組状況について



内閣府
知的財産戦略推進事務局体系化に関する各WGの体制

知財創造教育推進コンソーシアム 検討委員会

委員：32名（2019/01/22現在）

①小学校ＷＧ ②中学校ＷＧ ③高等学校（普通・専門）ＷＧ

○神田委員
台東区立上野小学校校長

○中臣委員
川崎市立新城小学校校長

○木村委員長
山口大学教授

○香月委員
コーディネーター

○松倉委員
コーディネーター

○安部委員
川口市立東中学校校長

○川俣委員
つくば市立竹園東中学校教諭

○木村委員長
山口大学教授

○小柴委員
台東区教育委員会教育改革担当課長

○小澤委員
東京都立青山高等学校校長

●体制図

検討結果に
対する提言等

検討結果
の報告等

○2018年度は、学校関係者を中心に③高等学校ＷＧ（普通科・専門学科）を
立ち上げ、高等学校における「知財創造教育」の体系化を行った。

○2017度は、学校関係者を中心に①小学校ＷＧ、②中学校ＷＧの２つを立ち
上げ、小中学校における「知財創造教育」の体系化を行った。

○木村委員長
山口大学教授

○世良委員
三重県立津商業高等学校教諭

○内藤委員
愛媛県立松山工業高等学校校長

○小澤委員
東京都立青山高等学校校長

○本江委員
（独）国立高等専門学校機構本部事務局
教育研究調査室教授

2018年度
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内閣府
知的財産戦略推進事務局

高等学校における知財創造教育と学習指導要領の
対応関係 ※詳細は資料２を参照

○普通科
専門学科の学習指導要領には、知財に関する事項が含まれて
いる。各学校は学習指導要領を踏まえつつ、特色を生かして追
加的な知財に関する事項を取り入れて実践している。そのため、
高校ＷＧにおいて、学習指導要領を踏まえた追加的な知財に
関する実践事例を例示することとした。

昨年度作成した小中学校と
同様の対応表を作成。

○専門学科
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内閣府
知的財産戦略推進事務局

高等学校の観点を踏まえた「知財創造教育」の内容
※詳細は資料３を参照

○昨年度作成した小中学校における「知財創造教育」の内容の資料に、
高等学校における「知財創造教育」の内容を追記

追記例
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内閣府
知的財産戦略推進事務局

②「知財創造教育」に資する教育プログラムの収集

に関する取組状況について



内閣府
知的財産戦略推進事務局

教育プログラムの収集状況
※詳細は資料４を参照

「施設等の見学」に関する教育プログラム
提供いただいた

学習指導要領と紐づいた教育プログラム

 産学官の賛同者から、135の教材、172の施設等の見学、82の出前授業を収集

 科目や学習指導要領等に基づいた検索機能を備え、HPで公表
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内閣府
知的財産戦略推進事務局

（参考）教員による教育プログラムの検索例①

（１）「教科など」で教科を選択 （２）「○」が付いている教育プログラム
から使いたいものを確認

「教科など」で検索する場合
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内閣府
知的財産戦略推進事務局

（参考）教員による教育プログラムの検索例②

（４）該当するキーワードがある場合
は、そのキーワードがあるセル
へと移動する。

フリーワード欄の「フリーワード」を検索する場合

（２）ホーム→検索と選択→検索で
「検索と置換」ウィンドウを表示

（３）フリーワードを入力

（１）フリーワード欄の行を選択（行の数字をクリック）
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内閣府
知的財産戦略推進事務局

中間報告（調査研究事業） ：
小中高等学校の教員向けテキストの作成について

本調査研究の目的

本調査研究（特許庁の調査研究）は、小中高等学校において「知財創造教育」を実施できる
人材の育成に必要な汎用性の高いテキスト（教材・指導案を含む）に関する調査を行う。

テキストの内容（概要）
■「知財創造教育とは何か」に関する内容
■ 「知財創造教育の体系化」に関する内容

知財創造教育の体系化・必要性、学習指導要領との対応、年間カリキュラムの例など

■小学校における知財創造教育のあり方と、教材・指導案に関する内容
■中学校における知財創造教育のあり方と、教材・指導案に関する内容
■高等学校における知財創造教育のあり方と、教材・指導案に関する内容

委員会メンバー
〇木村友久委員長（山口大学教授）
〇片桐昌直委員（大阪教育大学教授）
〇田中博之委員（早稲田大学大学院教授）
〇塩瀬隆之委員（京都大学総合博物館准教授）
〇神田しげみ委員（東京都台東区立上野小学校校長）
〇川俣純委員（つくば市立竹園東中学校教諭）
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内閣府
知的財産戦略推進事務局

③地域コンソーシアムに関する

取組状況について



内閣府
知的財産戦略推進事務局地域コンソーシアム設立に向けた調査

今年度調査の目的

昨年度の４地域に加え、新たに以下の４地域においてもコンソーシ
アムの立ち上げをパイロット的に行い、昨年度の調査結果を踏まえ、
さらに課題等に対する方策等を収集
・北海道、中部、近畿、九州（昨年度から立ち上げ）
・東北、関東、中国、四国（今年度から新規に立ち上げ）

今年度調査の内容

 新規４地域における知財創造教育の実践事例の収集及びヒアリングによる現状
の把握と課題等の整理

 各地域で７名以上の委員からなる「地域コンソーシアム」を構築・運用
（会合では、以下の事項等について検討）
➣「知財創造教育」の普及
➣「地域社会」との連携
➣「地域に根差した地域主体のコンソーシアム」に向けた検討
➣ 知財創造教育を各学校、各地区で実施するための課題・検討すべき事項
➣「実証」で使用する教育プログラム等
■ 教育プログラム等に基づき、各地域内の学校等において児童・生徒向けに実証
を実施 12



内閣府
知的財産戦略推進事務局今年度調査における各地域での取り組み

地
域

対象校（候補校を含む）
対象
学年

開催
時期

教科・科目

北
海
道

札幌市立屯田南小学校 ４年 1月24日 調整中

岩見沢農業高校 １年
2月で
調整中

生活科

室蘭市青少年科学館 － 1月5日 －

東
北

宮城教育大学附属中学校 調整中 調整中 調整中

関
東

台東区立上野小学校
①３年
②３年

①6月21日
②11月13日

①国語科
②総合的な
学習の時間

つくば市立東竹園中学校
①１年
②３年

①9月12日
②2月下旬

技術・家庭科
（技術分野）

千葉市立稲毛小学校 ５年 12月10日
総合的な学
習の時間

筑波大学附属駒場中・高
等学校

調整中 調整中 社会科

実証授業の開催時期・内容
地
域

対象校（候補校を含む）
対象
学年

開催
時期

教科・科目

近
畿

四天王寺学園中学校 ３年 1月22日
技術・家庭科
（技術分野）＆

音楽科

京都府立園部高等学校附
属中学校

２年 1月24日
総合的な学習

の時間

奈良女子大学附属中等教
育学校

３年
2月で
調整中

社会科

中
国

山口県立田布施農工高等
学校

３年 1月16日 機械制御科

広島大学附属福山中・高
等学校

調整中 調整中 調整中

四
国

愛媛県松山市和氣小学校 ６年 2月5日 確認中

愛媛大学附属高等学校
１年ｏｒ２

年
３月で
調整中

調整中

九
州

大分大学教育学部附属中
学校

調整中 調整中 調整中

北九州市立木屋瀬小学校 ６年
２月で
調整中

調整中

長崎県聖和女子学院高等
学校

調整中 調整中 調整中

13

中
部

三重県立津商業高校と
鈴鹿市立平田野中学校

全学年 1月27日 特別活動

鈴鹿高等学校 調整中 調整中 調整中

愛教大附属 調整中 調整中 調整中

沼津高専 調整中 調整中 調整中

愛知教育大学附属高等学
校

調整中 調整中 調整中
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